
要点宿題 第 20回 問題 
(有)拓明館 

(地価公示法) 

【問 1】地価公示法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

1 地価公示法の目的は、都市及びその周辺の地域等において、標準地を選定し、そ

の正常な価格を公示することにより、一般の土地の取引価格に対して指標を与え、及び

公共の利益となる事業の用に供する土地に対する適正な補償金の額の算定等に資し、

もって適正な地価の形成に寄与することである。 

2 不動産鑑定士は、公示区域内の土地について鑑定評価を行う場合において、当該

土地の正常な価格を求めるときは、公示価格と実際の取引価格を規準としなければな

らない。 

3 不動産定士は、土地鑑定委員会の求めに応じて標準地の鑑定評価を行うに当たっ

ては、近傍類地の取引価格から算定される推定の価格、近傍類地の地代等から算定

される推定の価格及び同等の効用を有する土地の造成に要する推定の費用の額を勘

案しなければならない。 

4 関係市町村の長は、土地鑑定委員会が公示した事項のうち、当該市町村が属する

都道府県に存する標準地に係る部分を記載した書面等を、当該市町村の事務所にお

いて一般の閲覧に供しなければならない。 

 

【問 2】地価公示法に関する光の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 土地鑑定委員会は、その土地に地上権が存する場合であっても、標準地として選定

することができる。 

2 土地鑑定委員会は、標準地について、2 人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求め

るものとし、当該 2 人以上の不動産鑑定士は、土地鑑定委員会に対し、鑑定評価書を

連名で提出しなければならない。 

3 土地鑑定委員会は、標準地の正常な価格を判定したときは、標準地の単位面積当

たりの価格のほか、当該標準地の価格の総額についても官報で公示しなければならな

い。 

4 土地収用法その他の法律によって土地を収用することができる事業を行う者は、標

準地として選定されている土地を取得する場合において、当該土地の取得価格を定め

るときは、公示価格と同額としなければならない。 

 

【問 3】地価公示法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 都市及びその周辺の地域等において、土地の取引を行う者は、取引の対象土地か

ら最も近の標準地について公示された価格を指標として取引を行うよう努めなければな

らない。 

2 標準地は、都市計画区域外や国土利用計画法の規定により指定された規制区城

内からは選定されない。 
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3 標準地の正常な価格とは、土地について、自由な取引が行われるとした場合におけ

るその取引（一定の場合を除く。）において通常成立すると認められる価格をいい、当該

土地に関して地上権が存する場合は、この権利が存しないものとして通常成立すると認

められる価格となる。 

4 土地鑑定委員会は、自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において、土地の利用状況、環境等が特に良好と認められる一団の土地

について標準地を選定する。 

 

(不動産鑑定) 

【問 4】不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれば、

正しいものはどれか。 

1 原価法は、価格時点における対象不動産の収益価格を求め、この収益価格につい

て減価修正を行って対象不動産の比準価格を決める手法である。 

2 原価法は、対象不動産が建物又は建物及びその敷地である場合には適用すること

ができるが、対象不動産が土地のみである場合においては、いかなる場合も適用するこ

とができない。 

3 取引事例比較法における取引事例が、特殊事情のある事例である場合、その具体

的な状況が判明し、事情補正できるものであっても採用することは許されない。 

4 取引事例比較法は、近隣地域若しくは同一需給圏内の類似地域等において対象不

動産と類似の不動産の取引が行われている場合又は同一需給圏内の代替競争不動

産の取引が行われている場合に有効である。 

 

【問 5】不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれば、

誤っているものはどれか。 

1 不動産の価格は、その不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最も富む使用

を前提として把握される価格を標準として形成されるが、不動産についての現実の使用

方法は当該不動産が十分な効用を発揮していない場合があることに留意すべきである。 

2 対象建築物に関する工事が完了していない場合でも、当該工事の完了を前提として

鑑定評価を行うことがある。 

3 特殊価格とは、一般的に市場性を有しない不動産について、その利用現況等を前

提とした不動産の経済価値を適正に表示する価格をいい、例としては、文化財の指定

を受けた建造物について、その保存等に主眼をおいた鑑定評価を行う場合において求

められる価格があげられる。 

4 原価法は、対象不動産が建物及びその敷地である場合において、再調達原価の把

握及び減価修正を適切に行うことができるときに有効な手法であるが、対象不動産が土

地のみである場合には、この手法を適用することはできない。 
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(土 地) 

【問 6】土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 森林は、木材資源としても重要で、水源海養、洪水防止等の大きな役割を担ってい

る。 

2 活動度の高い火山の火山麓では、火山活動に伴う災害にも留意する必要がある。 

3 林相は良好でも、破砕帯や崖錐等の上の杉の植林地は、豪雨に際して崩壊すること

がある。 

4 崖錐や小河川の出口で堆積物の多い所等は、土石流の危険が少ない。 

 

【問 7】土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 山地は、地形がかなり急峻で、大部分が森林となっている。 

2 低地は、一般に洪水や地麗などに対して弱く、防災的見地からは住宅地として好まし

くない。 

3 埋立地は、一般に海面に対して数ｍの比高を持ち、干拓地に比べ自然災害に対し

て危険度が高い。 

4 台地は、一般に地盤が安定しており、低地に比べ自然災害に対して安全度が高い。 

 

【問 8】土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 山麓の地形の中で、地すべりによってできた地形は一見なだらかで、水はけもよく、住

宅地として好適のように見えるが、末端の急斜面部等は斜面崩壊の危険度が高い。 

2 台地の上の浅い谷は、豪雨時には一時的に浸水することがあり、現地に入っても気

付かないことが多いが、住宅地としては注意を要する。 

3 大都市の大部分は低地に立地しているが、この数千年の間に形成され、かつては湿

地や旧河道であった地域が多く、地震災害に対して脆弱で、また洪水、高潮、津波等の

災害の危険度も高い。 

4 低地の中で特に災害の危険度の高い所は、扇状地の中の微高地、自然堤防、廃川

敷となった旧天井川等であり、比較的危険度の低い所が沿岸部の標高の低いデルタ地

域、旧河道等である。 

 


